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平成 26年 5月 30日 

 

会長メッセージ 

提言等の円滑な審議のために 

 

        日本学術会議会長 大西 隆 

副会長 小林 良彰 

副会長 家 泰弘 

副会長 春日 文子 

 

 

日本学術会議からの意思の表出（勧告、要望、声明、提言、報告、回答など

― 以下「提言等」と略記1）は、社会が抱える課題や、国民の福祉増進につなが

る科学振興に関して、会員・連携会員が高い見識をもって審議にあたり、意見

を集約して、政策等に関する提言や国民に対するメッセージを発するものです。 

提言等は、幹事会附置委員会、機能別委員会、分野別委員会、課題別委員会、

（ないしはそれらの下に設置された分科会）における審議の中で、起草、修正、

推敲を経て取りまとめられ、提言等（案）として査読にかけられます。提言等

を、政府・社会・国民にその趣旨が的確に伝わるものに仕上げる上で、当該の

提言等(案)の審議・作成には直接係わらなかった会員・連携会員の中から選ばれ

る査読委員によって第三者的立場から行われる査読は、極めて重要なステップ

です。査読委員等からの指摘事項を踏まえて必要に応じた修正が施され、幹事

会での審議の結果、承認されたものが、学術会議からの意思の表出となります。 

 今更と思われる点も多いかもしれませんが、実際に提言等の査読や幹事会審

議においてしばしば指摘される事柄も多いことから、課題別委員会等の取りま

とめ作業のサポートにあたっている学術調査員の経験ももとに、「提言等を円滑

に審議にかけるためのポイント」を以下にまとめましたので、提言等作成の際

の参考としていただければ幸いです。 

 

 

                                                   

1 提言等以外に委員会・分科会における審議内容を公表する形式として、「記録」がありま

す。「記録」は日本学術会議としての意思の表出ではなく、当該委員会・分科会における審

議を記録に残すものです。分野別委員会・分科会からの「記録」は、それが所属する部の

責任において承認され、幹事会に報告された上でＨＰ掲載されるものとなります。 
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提言等作成上のポイント 

 

【 形式面 】 

○ 論理展開 

提言等においては、その背景にある現状や課題の説明が重要です。 

例えば、以下のような議論の流れが想定されます。 

① どのような現状があるのか。 

② その現状の何が問題であり、その問題を看過した場合どのような事態が

想定されるか。 

③ 問題を解決するには具体的にどのようなことがなされるべきか。 

④ そのような解決策によってどのような効果が期待されるか、また、それ

による負の影響はどうか。 

⑤ 提言：誰が何をするべきか。提言する対象を明確にし、具体的な提言内

容を記す。 

 

○ 読みやすさ 

提言等が想定する読み手は、学術会議外の多くの方々です。本文は最大限

でも２０ページを標準とした上で、適切な小見出しをつける、わかりやすい

図を用いる、文を短く完結させる、など文書としての読みやすさへの工夫が

必要です。テーマによっては専門的な用語等が頻出するものがありますが、

用語解説を付加するなどによって、専門家でなくても理解できるよう、丁寧

な説明が求められます。 

 

○ 要旨について 

忙しい読み手は要旨だけを読むことも想定されます。要旨は簡にして要を

得たものでなければなりません。要旨の長さに決まりはありませんが、だい

たい２ページ以内に収めるのが目安ではないかと思います。簡潔にすると同

時に、要旨のみでも独立した文章として読めることが必要です。 

 

○ 記述・主張を裏付けるデータ、出典、参考文献の明記 

例えば、「世界をリードしている」、「我が国では立ち遅れている」、「○

○が増加（減少）傾向にある」などの記述については、その根拠となるデー

タ等が求められます。論拠となる出典を明示した evidence-based の立論で

あることが重要です。図表等を用いる場合において、出典がある場合は明記

が必要です。 
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○ 適切な引用等 

提言等の記述において他の文書からの文章表現を採り入れる場合には、適

切な引用を行うことが肝要です。いわゆる「コピペ」問題が世間を騒がして

いる中、万が一にも学術会議からの文書に不適切な事例が発生するようなこ

とがあれば、学術会議への信頼が大きく毀損されることになります。 

たとえ自分が書いた既発表の文献でも、適切な引用を行うことはもとより、

著作権が当該学術誌や出版社に帰する場合には適切な著作権使用許諾を得る

必要があります。 

引用（他の文書からの文章表現を採り入れそのまま記載する事や、参考文

献の内容を要約して記載すること）のルールは分野等によって異なり、学術

会議においても統一のルールはありません。とはいえ、引用にあたっては、 

① 引用の必要性 

② 明瞭区分性（他の文書からの文章表現を採り入れそのまま記載する場合

は「 」でくくるなどにより、区分していること） 

③ 主従関係（量、質ともに他の文書からの文章表現が「従」の関係である

こと。量については、各章において一つの論文からの文章表現が半分以

下であること。） 

④ 出典・参考文献の明示 

の４点が原則としてすべて満たされていることが、著作権とこれに関わる最高

裁判判決等の観点から最低限必要です。また、参考文献の内容を要約して記載

する場合には、内容をゆがめないよう細心の配慮が必要です。 

 

【 内容面 】 

○ 学術会議から既出の提言等との関係 

提言等は学術会議として表出するものですから、扱っているテーマに関し

て過去に表出したものとの関係性に留意する必要があります。単に既出の提

言等を挙げるだけではなく、それらの内容を踏まえ、それらと現状分析を土

台とした新たな議論を展開することが求められます。 

 

○ 利益誘導と誤解されることのないような配慮 

例えば、資金配分を必要とするような新たな施策を提案する場合、それが

社会に対してどのような意義をもつか等の説明が重要となります。科学者の

利益誘導と社会から誤解されないよう、読み手が納得する論拠に立った論旨、

および提言内容となっていることが必要です。特に、自分野の利益優先や特

定の組織への利益誘導と誤解を受けることのないよう、高い見識による提言

等とすることが求められます。 
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○ 委員会・分科会の設置趣旨と整合した提言等 

分野別委員会・分科会からの提言等の場合、当該委員会・分科会の設置趣

旨に即した審議に基づくものであることが求められます。当該分野からの提

言として必然性のある問題提起であることが明確に伝わることが必要です。

例えば、研究振興や人材育成などに関して、その委員会・分科会が扱う特定

分野を遥かに超えるような施策を議論するのであれば、課題別委員会を設置

するなどして、学術会議としての取組を議論する場を設けることが適切とな

ります。 


